
 

『事業承継マッチング支援 成約実績約２倍に－日本公庫』 
 

 日本政策金融公庫（日本公庫）はこのほど、「事業承継マッチング支援」の令和５年度上半期の申込実

績等を公表した。「事業承継マッチング支援」とは、後継者不在等の小規模事業者の方と事業の譲受を

希望する方を引き合わせ、第三者承継を支援する取組み。発表によると、申込実績は２，８７４件（前年同

期比１０６％）となり、譲渡希望者と譲受希望者との引き合わせ件数も３２８件

（同１７３％）、成約実績は５２件（同２２６％）と増加した。増加の主な要因とし

て、申込件数の増加に加え、事業承継・引継ぎ支援センター等に日本公庫

の申込登録先を紹介するなど、外部機関と積極的に連携したことを挙げて

いる。また、全国１５箇所にてオープンネーム（実名）による後継者公募「事業

承継マッチングイベント」を開催し、上半期開催した５箇所において、後継者

を公募する合計２１社の事業者が、５７３名の参加者に対して事業内容を紹

介した。いままでの成約案件（累計１１７件）の内容を見ると、譲渡側は、年商

５千万円以下が約７割、譲渡価格１千万円以下が約６割と小規模案件が多

い。赤字企業は約３割。また、県をまたいで承継した事案も多く（約４割）、事業

を譲受した目的は、事業拡大が約５割、第二創業が約３割、創業希望者が２

割となっている。 
 

『今年度上半期の物価高倒産急増 前年同期比２．７倍の３３４件』 
 

 ２０２３年度上半期（４ー９月）の物価高を起因とする倒産は３３４件で、前年同期比２．７倍に急増したこ

とが、東京商工リサーチが発表した調査で明らかになった。同社は「ゼロゼロ融資の返済開始や人件費

が上昇する中、エネルギーや資材、原材料の価格高騰が追い打ちをかけ、企業の収益は一段と厳しさ

を増している」と分析している。同調査は、同上半期の企業倒産（負債１０００万円以上）のうち（１）仕入れ

コストや資源・原材料の上昇（２）価格上昇分を価格転嫁できなかったこ

とーなどにより倒産した企業を集計、分析した。 

 業種別では、道路貨物運送業が６６件（前年同期３８件）で最も多い。運

送業は２４年問題を控えドライバー不足から人材確保のための人件費

の上昇が課題になっている。そこに燃料高が押し寄せながらも価格転嫁

が進まず、コストアップが直撃。次いで、総合工事業の３５件（同１６件）、

職別工事業の２４件（同６件）と、資材高と人手不足に悩む建設業が続く。

このほか、食料品製造業と飲食店が各１８件、飲食料品小売業が１３件

と、食品関連業種も目立つ。負債額別では、１億円以上５億円未満の１４

０件（前年同期比１５９．２％増）を含め、１億円以上が１８９件（同１４２．３％

増）と半数以上を占めた。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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